
はじめに
近年，学校現場での食物アレルギーによるア

ナフィラキシーの発生が社会問題となってい
る。2008年に「学校のアレルギー疾患に対す
る取り組みガイドライン」1 ）が作成され運用が
開始されているなか，2012年12月に発生した

小学生の死亡事故を受けて，再発防止のための
対応が学校現場には求められている。食物アレ
ルギーによる事故を防ぐためには，医療機関か
らの学校生活管理指導表を基にして，個々の学
校の状況に適した独自のマニュアルを作成する
必要性が指摘されている。今回，我々は，中学
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要旨：中学校において学校保健室を中心とした食物アレルギー対応のためのシステム構築を試み
たので報告する。神奈川県内の一貫教育中学校に2013年に在学した生徒498人を対象として，入
学時に保護者に対して食物アレルギーの既往に関する書類調査を実施した。食物アレルギーを有
する生徒45人（9.0%）に対して学校医が個別の面談を行ない，原因となる食物，食物アレルギー
病型，アレルギー症状発症時の対応を確認した。食物アレルギーによるアナフィラキシー，また
は呼吸困難の既往のある18人（3.6%）に対しては，かかりつけの医療機関からの学校生活管理指
導表の提出を求めた。得られた情報から，学校において対応が必要な食物アレルギーを有する生
徒について，原因食物やアレルギー症状発症時の対応方法等に関して一覧表を作成した。また，
学校保健委員会において学校医，学校薬剤師，専任保健師（養護教諭）から教職員に対してアレ
ルギー症状発症時の対応法についてエピペンⓇ の使用法を含めて指導を行い，その後の教職員会
議において全教職員で情報の共有を図った。学校における食物アレルギーへの対応では，詳細な
書類調査をもとに食物アレルギーが疑われる生徒に個別面談を実施し，正確な情報を入手するこ
とが必須である。また，アレルギー症状は食事中に限らず授業中や部活動中等などでも起きうる
ことから，全教職員で発症時の対応法を含めた正確な情報を共有することが重要である。
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校において学校保健室を中心とした食物アレル
ギー対応のためのシステム構築を行ったので報
告する。

対象と方法
2013年度に学校給食を実施していない神奈

川県内 A中学校に在学した中学生498人（男
247人，女251人）を対象とした（表 1 ）。学校
保健室が中心となり，入学時に生徒の保護者に
対して，食物アレルギーの有無についてアン
ケート調査を実施した。食物アレルギーを有す
る生徒については，学校医と個別面談を実施

し，原因食物，アレルギー発症時の症状，治療
状況を調査した。食物アレルギーによるアナ
フィラキシーの診断歴のある生徒，ならびに，
呼吸困難の既往のある生徒に対しては，原因食
物，治療，生活管理に関する医療機関からのア
レルギー疾患用学校生活管理指導表の提出を求
めた。この管理指導表を基に，食物アレルギー
を有する生徒の一覧表を作成し，学校保健委員
会，職員会議を通じて，非常勤教員を含めて生
徒の食物アレルギーに関する情報の共有を行っ
た（図 1 ）。

結果
食物アレルギーを有する中学生は，45人（男

19人，女26人）（9.0%）であった（図 2 ）。こ
のうち，18人（3.6%）にアナフィラキシーの
診断歴（ 9 人），または呼吸困難の既往（ 9 人）
を認め，学校生活管理指導表の提出を求めた。

学校生活管理指導表を提出した18人のうち，
現在も食物アレルギーによるアナフィラキシー
を発症する可能性を医師により指摘されたのは
9 人（1.8%）であった。アレルギー症状発症
時の治療薬を携行している生徒は 8 人（1.6%）
で，うち 3 人（0.6%）はアドレナリン自己注
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表 1　対象（神奈川県内A中学校）

男 女 合計
1 年生 77 85 162
2 年生 77 89 166
3 年生 93 77 170
合計 247 251 498

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：人

図1　食物アレルギー対応の手順
　

図１　食物アレルギー対応の手順
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射薬（以下，エピペンⓇ）を所持していた。
食物アレルギーの原因食物は，卵が19人と

最多であり，以下，魚介類11人，乳製品 8 人，
果実 8 人，そば 7 人，ピーナッツ 6 人の順で
あった（図 3 ）。このうち，アナフィラキシー
の原因食物は，卵が 4 人，小麦 2 人，ピーナッ
ツ 2 人，乳製品・魚介類・木の実・その他（香
辛料）が各 1 人であり（図 4 ），アナフィラキシー
出現率は小麦66.7%，ピーナッツ33.3%，卵
21 .1%，乳製品12 .5% であった。エピペンⓇ 投
与の対象とされた食物は，ピーナッツが 2 人，
卵，乳製品，小麦，魚介類が各 1 人ずつであっ
た（図 4 ）。

以上の情報を基に，食物アレルギーを有する
生徒の一覧表（表 2 ）を作成し，原因食物，ア
ナフィラキシーの既往の有無，エピペンⓇ の携
行の有無，食物を扱う授業・活動，学校での運
動と校外活動に対する配慮・管理の必要性を記
載した。作成した一覧表は，学校長を含む一部
の教職員，養護教諭，学校医，学校薬剤師，学
校歯科医，学校カウンセラーで構成される学校
保健委員会において，学校医から提示し，食物
アレルギーを有する生徒の状況について説明し
た（図 1 ）。加えて，同委員会において，エピ
ペンⓇ の使用を考慮すべき状況ならびに使用法

についての指導を実施した。さらに，教職員全
体の会議において，同様に食物アレルギーを有
する生徒についての情報の提示を行い，エピペ
ンⓇ の使用法についても，同じく教職員全体に
指導を行った。なお，食物アレルギーを有する
生徒の一覧表は，PDFファイルとして保存し，
部活動顧問を含む教職員全体が所有するタブ
レット端末から，随時閲覧することを可能にし
た。

考察
今回対象とした中学生では，全体の9.0% に

食物アレルギーを認め，1.8% が食物アレル
ギーによるアナフィラキシーと医師により診
断を受けており，0.6% がエピペンⓇ を処方さ
れていた。2013年に文部科学省が全国の中学
校・中等教育学校を対象に行った調査では，食
物アレルギーを有する生徒は4.8%，特定の物
質や食品に対するアナフィラキシーの既往者は
0.4％，エピペンⓇ 保持者は0.2% と報告されて
いる 2 ）。しかしながら，このうち医師から学校
生活管理指導表または診断書の提出があった生
徒は，それぞれ13 .6％，31 .2%，26 .1% に過
ぎず 2 ），中学生では食物アレルギーの有症率が
正しく把握されておらず，さらに治療状況や食
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図2　食物アレルギーを持つ生徒の症状，治療状況
図2　食物アレルギーを持つ生徒の症状，治療状況
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表 2　食物アレルギーを有する生徒の一覧表（例）

重
症
度

学
年

ク
ラ
ス

番
号

担任 氏　名 原因食物
アナフィラキ
シーの既往

エピペン
の携行

その他の
持参薬

食物を扱う 
授業・活動

運動 校外活動

◎ 1
小麦，卵，
牛乳・乳製
品，ソバ

あり：小麦 なし あり 保護者と
相談

保護者
と相談

食事やイベ
ントの際に
配慮が必要

◎ 1

卵，牛乳・
乳製品，
ピーナッツ，
松の実，
バナナ，桃，
柿

あり：卵，
牛乳 なし あり 保護者と

相談
管理
不要

食事やイベ
ントの際に
配慮が必要

◎ 1
ピーナッツ，
種実・木の
実類

あり：種実・
木の実類 あり あり 保護者と

相談
管理
不要

食事やイベ
ントの際に
配慮が必要

2
ピーナッツ，
グレープフ
ルーツ

なし なし なし 保護者と
相談

保護者
と相談

食事やイベ
ントの際に
配慮が必要

図3　食物アレルギーの原因食物

図4　アナフィラキシーの原因食物
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物アレルギー発生時の対応法についての正しい
情報が医療機関から学校保健室に伝わっていな
いのが現状である。今回，我々が実施した調査
では，食物アレルギー，食物アレルギーによる
アナフィラキシーの有症率，エピペンⓇ 保持者
の割合のいずれも，文部科学省の調査に比べて
高い値を示した。食物アレルギーの疫学調査に
おいて，小児の保護者を対象に実施したアン
ケート調査から有症率を求める調査法では，実
際より高い値となる傾向があることが報告され
ているが 3 ），今回我々は，アンケート調査に加
えて，学校保健室において学校医が生徒と直接
面接し，最終的にはかかりつけの医療機関から
提出された学校生活管理指導表の内容から各有
症率を算出しており，今回の成績は中学生の食
物アレルギーの実態を正しく表しているものと
考える。

2008年に「学校のアレルギー疾患に対する
取り組みガイドライン」が作成され運用が開始
されているなかで，2012年12月に食物アレル
ギーによる死亡事故が発生し，医療機関ならび
に学校現場には再発防止のための対応が求めら
れている。文部科学省が学校給食を実施してい
る小学校，中学校579校を対象として2013年 5
月に実施したアンケート調査では，2012年度
中に40件の学校内における食物アレルギー発
生が報告されているが，すべての教職員がガイ
ドラインを周知していると回答した中学校は
64 .4%，生徒の食物アレルギーへの対応を検
討する委員会を設置している中学校は25 .9%4 ）

に留まっている。今回我々は，学校医ならびに
養護教諭が中心となって，生徒の食物アレル
ギーに関する情報を集約し，学校保健委員会お
よび教職員会議において情報を共有し，さらに
エピペンⓇ の使用法含めてアレルギー発生時の
対応法について指導を行った。医学的知識を持
つ学校医，養護教諭が生徒の食物アレルギーに
関する情報を，かかりつけの医療機関から個別
に収集することで，食物アレルギーの実態を正
確に把握し，学校内で食物アレルギーが発生し

た際の適切で迅速な対応が可能となる。今後は，
一定の期間毎に情報収集をくり返してシステム
の見直しを行う予定である。

結語
今回，我々は，神奈川県内の中学校において

学校保健室を中心とした食物アレルギー対応の
ためのシステム構築を行った。食物負荷試験の
導入ならびにエピペンⓇ の普及により，食物ア
レルギーは詳細な診断ならびに誤食時に迅速な
対応を行うことが可能になってきており，医療
機関からの生徒の食物アレルギーに関する情報
を教職員全体で共有することが，食物アレル
ギーによる事故を防ぐために必要である。

本論文の要旨は，第60回日本学校保健学会
（2013年11月11日，東京）において発表した。
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